
事業番号 - - -

（ ）

研究交流センター共同利用施設の利用の促進を図るにあたり、web等を活用した新しいスタイルの会議（オンライン会議、ハイブリッド会議）に対応できるように施設の環境の整備
を行う必要がある。

令和6年度要求

-

-

-

50

(目)

(目)

1

　

　

　

(目)

0.3 0.3

▲ 0

1

庁費

情報処理業務庁費

職員旅費

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
96%

主な増減理由（・要望額・予備費）

84%

令和6年度要求

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/a_menu/kokusai/kouryucenter/index.htm

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 50

49

96%

執行率（％）
=(G)/(F)

96% 84% 96%

科学技術・学術政策推進費

2023 文科 22 0200

文部科学省

政策 7 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策

事業の目的
（5行程度以内）

　筑波研究学園都市に集積された研究機関や大学等の研究者が利用する共同施設として国際会議場、会議室を提供し、研究環境を整備するとともに、研究者が交流する場の形
成を企画することにより研究交流の促進を図る。

産業連携・地域振興課
産業連携・地域振興課長
池田　一郎

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

文部科学省設置法第4条第45号
文部科学省組織規則第51条第6項

関係する
計画、通知等

○第6期科学技術基本計画（令和3年3月26日閣議決定）

事業名 研究交流促進事業の推進 担当部局庁 科学技術・学術政策局 作成責任者

事業開始年度

施策
7ー1 価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシス
テムの形成

政策体系・評価書URL

主要経費 科学技術振興費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20221012-mxt_kanseisk01-
000024706-02.pdf

-

平成26年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

50

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 50 50 50 50 50

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

筑波研究学園都市における研究交流の促進を図るため、以下の業務を行う。
　・研究交流センターの共同利用施設（国際会議場等）の運営、設備の保全、警備、清掃業務　等
　・関係機関との連絡調整、研究交流に係る会議等の開催　等

実施方法 直接実施

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 48 42 48

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

50 50 50 50

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

49

▲ 0

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しな
い場合がある。



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

件 244 19 61

目標値 件 586 244 19

達成度 ％

研究交流センター共同利用施設の利用
数を前年度以上とする。

研究機関や大学等による利
用実績

成果実績 件 263 30

41.3

研究交流センターにおける共同利用施設の提供及び研究交流の促進

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

文部科学省調べ

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 回

- -

9

活動目標 活動指標

9

年度

263 30

定量的な成果指標 単位

回 3

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

研究交流センターの共同利用施設を利
用した研究交流シンポジウム等の開催
を通じて研究交流の促進を図る。

研究交流シンポジウム等の開催回数
（各研究機関等に係る横断的な研究
交流シンポジウムの開催や研究集会
等の支援を行う。）

活動実績

- 年度

研究交流センター共同利用施設を利用
した会議体のうち、過去5年以内に利用
したことのある会議体の施設利用数（リ
ピート数）を前年度以上とする。

研究交流センター共同利用施
設を利用した会議体のうち、
過去5年以内に利用したこと
のある会議体の施設利用数
（リピート数） 達成度

単位 令和2年度

41.6

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

文部科学省調べ

令和2年度 令和3年度

7.8

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

1

167

5

筑波研究学園都市に集積された研究機関や大学等の各研究機関等による研究交流センター共同利用施設の利用が増加するにあたり、研究交流が切れ目なく続
く必要があるため、これまで利用してきた会議体による利用数の増加を目指す。

321.1％

167

目標値 件 637

11.4 556.7

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

18

筑波研究学園都市に集積された研究機関や大学等の各研究機関等に係る横断的な研究交流シンポジウムの開催を通じて研究交流の促進を図ることにより、各
研究機関等からの研究交流センターの共同利用施設利用の更なる増加が期待できる。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

99 9

成果実績



-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-
事業に関連する

ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 新26-0020

備考

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 -

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

早期の事業開始に向けてより適切な公告時期、期間等を設定するとともに、一者応札の要因分析を踏まえた仕様書の見直し等、令和５年以降もさらなる契約の競
争性、公平性、透明性の確保を図る。

事業内容の一部改善

執行等改善

181

平成30年度 178

平成23年度 -

引き続き、利用者からの声を参考とし、web等を活用した新しいスタイルの会議（オンライン会議、ハイブリッド会議）に対応できるよう研究交流センターの環境の整
備を行う。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 172

平成29年度 177

令和3年度

平成27年度

令和2年度 文部科学省 0173

0187

令和4年度 2022 文科 21 0184

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0169

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

　つくば地域は日本最大の知的集約都市であるため、イノベーションの創出が強く求められている。ま
た、国際競争力の強化に資する研究成果を促進するためにも、シンポジウム等の研究交流への支援
が必要である。将来的には各研究機関、地方自治体によって、自律的に実施されるべき事業と考え
ているが、現段階においては、これらの機関には十分な力量はなく、国の関与が必要不可欠である。
　事業の実施にあたっては、会計規則に基づき一般競争入札などにより、支出先の妥当性や競争性
を確保し、適切な執行を行っているが、前年度に引き続き電力の供給に係る案件については、環境省
が定める基準を満たす応札者一者からしか入札がなかった。本件については、十分な公告期間の確
保に努める等、競争性の確保のための取組を行っている。
　なお、研究交流シンポジウム等の開催数、研究交流センター共同利用施設の利用数、研究交流セ
ンター共同利用施設のリピート数は、新型コロナ等の影響等により目標を下回っている年度がある
が、web等を活用した新しいスタイルの会議（オンライン会議、ハイブリッド会議等）に対応できるよう環
境の整備を実施していることにより、令和４年度においては目標を達成しており、事業の効果が認め
られる。

-

-

契約・執行手続きについて、一者応札案件が見受けられるため、内容やスケジュールの見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性を確保すべきである。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外



　

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

役務費
研究交流センター施設の電気および機械設備等の保全管
理業務

6

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 6 計

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

文部科学省

48百万円

共同利用施設の管理・運営等業務や施設の

修繕を行っている

情報処理業務庁費：1百万円

庁費：47百万円
を含む

請負【一般競争契約（最低価格）】

A．民間企業等（全5法人）

18百万円

国との請負契約に基づき、施設の電力供給、清掃・

管理業務、植栽管理業務及び機械警備保安業務等

の運営業務等を行っている。



支出先上位１０者リスト

A.

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 セントラルビルテック株式会社 1040001015819
研究交流センター施設の電気お
よび機械設備等の保全管理業務

6
一般競争契約
（最低価格）

4 68.4％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

97.9％ -

4 株式会社サンアメニティ 4011501001705
研究交流センター施設の清掃
業務

2
一般競争契約
（最低価格）

6 43.4％

1 77.1％ -

3 株式会社セフテック 9050001018433
研究交流センター施設の警備
保安業務

4
一般競争契約
（最低価格）

9

2 ゼロワットパワー株式会社 1040001089656
研究交流センターにおける電
力の供給

5
一般競争契約
（最低価格）

-

5 合資会社幡辨商店 5050003000863
研究交流センター敷地内の植
栽管理業務

1
一般競争契約
（最低価格）

5 90.9％ -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック


